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部品の交換による特許権侵害
大瀬戸　豪志

1　 特許製品の部品の交換
　特許製品の部品の交換が特許権の侵害に当たるかど
うかは、古くて新しい問題である。とくに、その部品
が消耗品である場合が問題になる。
　この点については、先ず、特許権者又は特許権者か
ら許諾を受けた者（以下「特許権者等」という。）が譲
渡（販売）した特許製品の部品の交換が問題になる。結
論から言えば、原則として自由に交換できる。特許権
者等が譲渡した特許製品については、いわゆる消尽理
論によりその特許製品について特許権者等は重ねて特
許権を行使することができない。その理由は、特許製
品について譲渡を行う都度、特許権者等の許諾を要す
るということになれば、市場における商品の自由な流
通が阻害され、特許製品の円滑な流通が妨げられるこ
とになり（取引の安全）、他方、特許権者等は、特許製
品を自ら譲渡する際に特許製品として譲渡代金を取得
したり、実施料を取得することにより、特許発明の公
開の代償を確保する機会は保障されているものという
ことができるのであるから、特許権者等が譲渡した特
許製品について、二重に利得を得ることを認める必要
性は存在しない（二重利得の防止）というところにある
（最判平成9年7月1日（BBS事件））。このように、特許
権者等が譲渡した特許製品そのものについて特許権を
行使することができないから、その結果として、その
特許製品の通常の使用により無くなったり、摩耗した
部品（消耗品）を交換する行為に対しても特許権侵害を
主張することはできない。
　しかし、この原則には例外がある。最判平成19年11
月8日（インクタンク事件）は、その例外として次のよ
うに判示している。

　「特許権の消尽により特許権の行使が制限される対
象となるのは,飽くまで特許権者等が我が国において
譲渡した特許製品そのものに限られるものであるか
ら,特許権者等が我が国において譲渡した特許製品に
つき加工や部材の交換がされ,それにより当該特許製
品と同一性を欠く特許製品が新たに製造されたものと
認められるときは,特許権者は,その特許製品について,

特許権を行使することが許されるというべきである。
そして,上記にいう特許製品の新たな製造に当たるか
どうかについては,当該特許製品の属性,特許発明の内
容,加工及び部材の交換の態様のほか,取引の実情等も
総合考慮して判断するのが相当であり,当該特許製品
の属性としては,製品の機能,構造及び材質,用途,耐用
期間,使用態様が,加工及び部材の交換の態様としては,
加工等がされた際の当該特許製品の状態,加工の内容
及び程度,交換された部材の耐用期間,当該部材の特許
製品中における技術的機能及び経済的価値が考慮の対
象となるというべきである。」

　これによれば、特許権者等によって譲渡された特許
製品の部品（消耗品）の交換についても、その交換に
よって当該特許製品と同一性を欠く特許製品が新たに
製造されたものと認められるときは、特許権の侵害に
なる。

2　 特許権侵害品の部品の交換
　次に、特許権者等の許諾を得ずに譲渡（販売）された
特許権侵害品の部品の交換が問題になる。特許権の侵
害行為（直接侵害）は、特許製品の業としての生産、使
用、譲渡等、輸出、輸入、譲渡等の申出に限られてい
るので（特許法2条1項1号）、部品を交換する行為は、
たとえそれが特許権侵害品の部品の交換であっても特
許権侵害にはならない。また、当該部品が、特許法
101条1号の特許製品の生産にのみ用いる物（専用品）や
同条2号の特許発明の課題の解決に不可欠なもの（不可
欠品）に該当する場合には、その部品の業としての生
産、譲渡、輸入、譲渡等の申出は特許権侵害とみなさ
れるが（同条柱書、間接侵害）、その部品の交換は間接
侵害にはならない。このように、特許権侵害品の部品
の交換は、直接侵害にも間接侵害にもならないという
のが、特許法上の原則であるが、最近、これに対して
も一定の条件のもとに特許権侵害（直接侵害）になると
いう判決が現れた。知的財産高判平成27年11月12日（生
海苔の共回り防止装置事件）がそれである。
　この判決の事案は、「生海苔異物分離除去装置にお
ける生海苔の共回り防止装置」の発明（本件発明）につ
いて特許権（本件特許権）を有する一審原告が、「生海
苔異物除去機」（被告装置）の製造販売等をする一審被
告に対し、被告装置は本件発明の技術的範囲に属し、
被告装置の部品（後記「本件固定リング及び本件板状
部材」）は特許法101条1号の間接実施品（被告装置の「生
産にのみ用いる物」）に当たるから、一審被告が被告装

部品の交換による特許権侵害
　客員弁護士　 大瀬戸 豪志



Oike Library　No.44　2016/10 14

置及び被告装置の部品を製造販売等する行為は、本件
特許権を侵害する行為であり、さらに、一審被告が被
告装置に対して被告装置の部品を取り付ける行為（本
件メンテナンス行為1）及び点検、整備、部品の交換
（ただし、本件メンテナンス行為1を除く）、修理（本件
メンテナンス行為2）を行う行為も本件特許権を侵害す
る行為であると主張して、被告装置及び被告装置の部
品の製造販売等並びに本件メンテナンス行為1、2の差
止め及び損害賠償等を求めた事案である。
　一審判決（東京地判平成27年3月18日）は、被告装置
及び被告装置の部品に対する原告の差止請求及び損害
賠償請求等を一部認容し、さらに、本件メンテナンス
行為1についても被告装置の部品の一部（本件板状部
材）を取り付ける行為の差止めを認容したが、本件メ
ンテナンス行為2については原告の請求を棄却した。
本件判決も、原告の差止請求及び損害賠償請求を一部
認容し、本件メンテナンス行為2の請求を棄却したの
は一審判決と同様であるが、本件メンテナンス行為1
については、被告装置の部品の全部（本件固定リング
及び本件板状部材）又はその一部を取り付ける行為の
差止請求を認めた。この点に関する本件判決の理由は
下記のとおりである（下線は本稿の筆者が付した）。

　「本件メンテナンス行為１に係る差止請求には,実質
的には,被告装置の本件固定リング又は本件板状部材
について,新しい本件固定リング又は本件板状部材に
交換する行為の差止請求が含まれているものと解する
ことができる。
　イ 製品について加工や部材の交換をする行為で
あっても,当該製品の属性,特許発明の内容,加工及び部
材の交換の態様のほか,取引の実情等も総合考慮して,
その行為によって特許製品を新たに作り出すものと認
められるときは,特許製品の『生産』（特許法２条３項
１号）として,侵害行為に当たると解するのが相当であ
る。
　本件各発明は,・・・生海苔混合液槽の選別ケーシ
ングの円周面と回転板の円周面との間に設けられた僅
かなクリアランスを利用して,生海苔・海水混合液か
ら異物を分離除去する回転板方式の生海苔異物分離除
去装置において,クリアランスの目詰まりが発生する
状況が生じ,回転板の停止又は作業の停止を招いて,結
果的に異物分離作業の能率低下等を招いてしまうとの
課題を解決するために,突起・板体の突起物を選別ケー
シングの円周端面に設け（本件発明１）,回転板及び／
又は選別ケーシングの円周面に設け（本件発明３）,あ

るいは,クリアランスに設けること（本件発明４）に
よって,共回りの発生をなくし,クリアランスの目詰ま
りの発生を防ぐというものである。
　そして,被告装置においては,・・・厚さ数ｍｍ,長方
形状の板状である板状部材８（本件板状部材）が,環状
固定板４（本件固定リング）の表面４ｂの一部に形成さ
れた凹部に嵌め込むようにして取り付けられ,ボルト
で固定されており,板状部材８の表面部分が環状固定
板４の表面４ｂよりも僅かに突出することにより,『表
面側の突出部』を形成し,板状部材８の側面部分が環
状固定板４の内周側部分（内周端面）４ａよりも僅かに
突出することにより,環状固定板４と回転円板３とで
形成された環状隙間Ｃ内に「側面側の突出部」を形成
するものであって・・・,この構成を備えることによっ
て,環状固定板４の内周側面部（内周端面）４ａと回転
円板３の側面部（端面）３ａとで形成された環状隙間Ｃ
に目詰まりが生じることを防止することができるもの
であると認められ,被告装置の上記構成・・・が,本件
各発明の構成要件Ｃ『生海苔異物分離除去装置におけ
る生海苔の共回り防止装置』に該当する。
　上記のとおり,本件板状部材は本件固定リングに形
成された凹部に嵌め込むように取り付けられて固定さ
れることにより,本件各発明の『共回りを防止する防
止手段』（構成要件Ａ３）に該当する『表面側の突出部』,

『側面側の突出部』を形成するものであるが,本件固定
リング及び本件板状部材は,被告装置の使用（回転円板
の回転）に伴って摩耗するから,このような摩耗によっ
て上記突出部を失い,共回り,目詰まり防止の効果を喪
失した被告装置は,本件各発明の『共回りを防止する
防止手段』を欠き,もはや『共回り防止装置』には該
当しない。
　そうすると,『表面側の突出部』,『側面側の突出部』
を失った被告装置について,新しい本件固定リング及
び本件板状部材の両方,あるいは,いずれか一方を交換
することにより,新たに『表面側の突出部』,『側面側
の突出部』を設ける行為は,本件各発明の『共回りを
防止する防止手段』を備えた『共回り防止装置』を新
たに作り出す行為というべきであり,特許法２条３項
１号の『生産』に該当する。」
　「エ 上記イのとおり,一審原告は,被告装置において,
本件固定リング又は本件板状部材を,新しい本件固定
リング又は本件板状部材に交換する行為の差止めを求
めることができる。」

　要するに、この判決は、特許権侵害品（被告装置）の
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うち摩耗によって効用を失った部品（「表面側の突出
部」、「側面側の突出部」）を新しい部品に交換すること
は、当該特許権侵害品（「共回りを防止する防止手段」
を備えた「共回り防止装置」）を新たに作り出す行為と
いえるから、「生産」行為に該当し、特許権侵害にな
るというのである。この判断の根底には、本件発明の
技術的範囲に属する被告装置の環状隙間Cに目詰まり
が生じることを防止するための部品（「表面側の突出
部」、「側面側の突出部」）の交換は、単に摩耗した消耗
品を交換したというにとどまらず、クリアランスの目
詰まりの発生を防ぐための共回り防止手段として選別
ケーシングの円周端面、回転板及び/又は選別ケーシ
ングの円周面あるいはクリアランスに突起・板体の突
起物を設けるという本件発明の本質的部分に係る構成
を欠くに至った状態のものについて、これを再び充足
させるものであるということができ、本件発明の実質
的な価値を再び実現し、クリアランスの目詰まりの発
生の防止という本件発明の作用効果を新たに発揮させ
るものであるとの考慮が働いているように思われる
（前掲インクタンク事件最判参照）。

3　 今後の問題
　上にみた生海苔の共回り防止装置事件の知財高判の
事案は、特許権侵害品（被告装置）を製造・販売した特
許権侵害者自身が、海苔の製造業者（ユーザー）が使用
している当該特許権侵害品（被告装置）の部品の交換を
していたというものである。その限りでは、この判決
の内容に異論はないかもしれない。
　しかし、この判決の考え方によれば、部品の交換に
よって特許権侵害品を新たに作り出すものと認められ
る限り、それを自ら製造することのないリース業者が
リース物件（特許権侵害品）のメンテナンスとしてその
部品を交換するような場合はもとより、特許権侵害品
を使用しているに過ぎないユーザーが自らその部品の
交換を行っているような場合まで、特許権侵害品の生
産として、侵害行為に当たることになるであろう。特
許権侵害品を自ら製造することのないリース業者やそ
の使用者が、部品を交換するだけで特許権侵害品の生
産として特許権侵害の責めを負うことになるという結
論には違和感がある（判旨が「製造」とはいわず、「新
たに作り出す行為」といっているのはそのせいかもし
れない）。
　そればかりでなく、特許法101条の専用品（同条1号）
や不可欠品（同条2号）に該当しない部品についても、
その交換行為が特許権侵害品の生産行為として特許権

侵害になるということになりかねない。しかし、その
ような結果は、厳格な要件の下に特許権の直接侵害の
発生を防止するための部品の生産等の行為を特許権侵
害とみなす同条の立法趣旨との関係で問題なしとしな
い。上記の生海苔の共回り防止装置事件の知財高裁判
決の判旨を容認するにしても、その適用範囲について
なんらかの歯止めが必要になるであろう。
　（本稿は、平成28年8月1日に御池総合法律事務所で
開催された研究会の報告を基に作成されたものであ
る。）


